
38

人権の尊重とあらゆる暴力の防止目標 2

人権の尊重と
あらゆる暴力の
防止

配偶者等からの暴力やハラスメント等の防止と   
被害者支援（清瀬市ＤＶ防止基本計画）

生涯を通したこころと身体の健康支援
困難を抱えやすい人々が安心して暮らせる環境の整備

目標 2

　清瀬市男女平等推進条例にあるように、人権の尊重はプランの基本となる理念です。「あらゆる
人の人権を尊重する」「暴力に反対する」「人が健康に生きる権利」に異論のある人は少ないでしょ
う。しかし、ある状況や関係の間に問題が起こるとき、それを訴えたり、問題を抱えた人を支援し
たりすることが容易ではない時があります。
　ＤＶ（配偶者等からの暴力）をはじめとする「女性に対する暴力」は、暴力による直接的な女性
差別であり、男女共同参画社会の実現を妨げるものです。暴力を理解し、その防止と被害者への支
援をさらに強力に推進することが世界的にも求められています。同時に、性別にかかわらず、すべ
ての人の性自認が尊重され、年齢、障害や言語文化にかかわらず、差別や暴力の加害者にも被害者
にもならない社会の形成に参画することが必要です。
　また、「生涯を通したこころと身体の健康、特に性差に配慮した支援や性と生殖にかかわる健康
と権利（リプロダクティブヘルス・ライツ）」「困難を抱えやすい人々」等、人権と男女共同参画
の視点をもって取り組みます。

６…清瀬市男女平等に関する意識・実態調査　 問23
７…アイレック実績（市内中学６校・高校２校中）
８…清瀬市男女平等に関する意識・実態調査　問28
９…平成29年　清瀬市市政世論調査　問７
10…平成29年　清瀬市市政世論調査　問７

課題１

課題２

課題３

目標値

指　標 実績
目標値

平成39年度
（2027）

6 自分が受けた暴力について相談しようと思わなかった・相談したかったができな
かった人の割合

平成28年度
40.6％ 20％

7 デートＤＶやSNS等による性暴力被害、キャリア形成等男女共同参画に関する学
校関係の出前講座の実施件数【再掲目標値12】

平成28年度
０校 ５校

8 「性的マイノリティ」という言葉もその内容も知っていた人の割合 平成28年度
57.1% 80％

9 母と子どもの健康に関する情報提供や相談体制が充実していると考える人の割合 平成29年度
34.6% 50％

10 障害のある方が地域で支えられていると感じる人の割合 平成29年度
35％ 50％
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　配偶者や交際相手等の親密な関係にある相手からの暴力（ＤＶ）、職場や学校でのセクシュアル
ハラスメント、ストーカー、そして性暴力は、歴史的に不平等な男女間の力関係があるため、その
多くが、知っている・親しい関係にある男性から女性に対して行われています。平成28（2016）
年の全国の警察におけるＤＶ相談等件数（＊４）では、ＤＶ事案は約７万件で被害者の85％が女
性、ストーカー事案は約２万２千件で被害者の89％が女性、加害者の84％が男性でした。平成26
（2014）年の内閣府の実態調査では女性の15人に１人が「無理やりの性交をされたことがある」
と回答しており、その加害者を「まったく知らない人」としたのは11％しかいませんでした。
　加害者が家族や知人等であれば、暴力が外からは見えにくく、その継続的な関係性から被害者は
助けを求めることが容易ではありません。社会における女性の立場が弱いことや性別役割分業意識
として男性による女性への暴力を「男らしさ」として容認する傾向もまだ残っています。
　ＤＶ防止法成立以降、清瀬市でも関係機関の連携や啓発・研修を行い、現状にあわせて支援体制
の整備がなされてきました。今後も、暴力防止と早期発見、被害者の安全確保と自立支援を進めて
いきます。また、性的マイノリティの人々も含めた性にまつわる様々なハラスメントや、明治以
来110年ぶりに改正された刑法の強姦罪の流れを踏まえ、性暴力防止の啓発や被害者支援が必要で
す。子どもや若い女性の性の商品化の問題は、時代や状況によって形を変えながら、「ＪＫビジネ
ス」（図Ⅱ-10）や「アダルトビデオへの出演強要」（図Ⅱ-11）等女性の尊厳を危うくする「暴力」
として存在しています。人に伝えにくい、目に付きにくいこれらの暴力についても啓発や支援を進
めていきます。
＊４警察庁　「平成28年度におけるストーカー事案及び配偶者からの暴力事案等への対応状況について」

■ 施策

配偶者等からの暴力やハラスメント等の防止と被害者支援（清瀬市ＤＶ防止基本計画）課題１

施策 1 配偶者等による暴力の未然防止と早期発見
施策 2 ＤＶの被害者の安全確保と自立支援
施策 3 ＤＶ等の関係機関の連携体制の充実
施策 4 あらゆるハラスメントやストーカー、虐待等の啓発

施策 5 性暴力の防止と被害者支援

配偶者等からの
暴力やハラスメ
ント等の防止と
被害者支援
（清瀬市ＤＶ防止基本計画）

課題 1
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図Ⅱ-1　配偶者・パートナー、交際相手から被害を受けた経験

図Ⅱ-2　異性から無理やりに性交された加害者との関係【女性が管理職になりたくない理由】

＊上記の図では、下記のように一部の選択肢を合算して表記している。
親・兄弟・それ以外の親戚：「親（養親・継親も含む）」「兄弟（義理の兄弟も含む）」「上記以外の親戚」の合算
知人：「通っていた（いる）学校・大学の関係者（教職員、先輩、同級生、クラブ活動の指導者など）」「地域活動や習い事の関係者（指導
先輩、仲間など）」の合算

また、下記の選択肢は、表記を省略している。
配偶者・元配偶者：配偶者（事実婚や別居中を含む）・元配偶者（事実婚を解消した者を含む）
職場・アルバイトの関係者：職場・アルバイトの関係者（上司、同僚、部下、取引先の相手など）

19.7 8.5 28.2 13.7 11.1 13.7 0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数（117人）

配偶者・元配偶者

親・兄弟・それ以外の親戚（＊） 無回答

交際相手・元交際相手

職場、アルバイトの関係者

知人（＊）

まったく知らない人

その他

4.3

出典：「清瀬市男女平等に関する意識・実態調査」（平成28年度　清瀬市）

出典：「男女間における暴力に関する調査報告書」（平成27年３月　内閣府男女共同参画局）
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図Ⅱ-3　異性から無理やりに性交された被害にあった時期の推移

図Ⅱ-4　（配偶者や交際相手から暴力を受けた時に）相談した相手（場所）

出典：「清瀬市男女平等に関する意識・実態調査」（平成28年度　清瀬市）

（備考） １．内閣府「男女間における暴力に関する調査」より作成
 ２． 全国20歳以上の男女5,000人を対象とした無作為抽出によるアンケート調査。本設問は、異性から無理やり

に性交されたことがある女性が回答。集計対象者は、平成20年が123人、23年が134人、26年が117人。
  「小学生以下」：「小学校入学前」及び「小学生のとき」の合計。
  「40歳代以上」：「40歳代」及び「50歳代以上」の合計。

出典：内閣府「男女間における暴力に関する調査」
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図Ⅱ-5　警察庁調べ　ストーカー事案の相談等状況

図Ⅱ-6　配偶者暴力相談支援センター数及び相談件数の推移

出典：「平成28年におけるストーカー事案及び配偶者からの暴力事案等への対応状況について」（平成29年４月　警察庁）

出典：「配偶者暴力相談支援センターにおける配偶者からの暴力が関係する相談件数等の結果について」等より作成「男女
共同参画白書」（平成29年６月　内閣府男女共同参画局）

（備考） １． 内閣府「配偶者暴力相談支援センターにおける配偶者からの暴力が関係する相談件数等の結果について」等より作成。
 ２． 平成19年７月に配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（平成13年法律第31号）が改訂され、20年１月

から市町村における配偶者暴力相談支援センターの設置が努力義務となった。
 ３．各年度末現在の値。
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図Ⅱ-7　暴力の防止及び被害者支援のための対策に必要なこと

出典：「清瀬市男女平等に関する意識・実態調査」（平成28年度　清瀬市）

図Ⅱ-8　デートＤＶの認知度

出典：「清瀬市男女平等に関する意識・実態調査」（平成28年度　清瀬市）
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図Ⅱ-9　 

図Ⅱ-10　若年層を対象とした性的暴力の現状と課題（ＪＫビジネス）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000
（件）

心理的虐待
性的虐待
ネグレクト
身体的虐待

平成18年度 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

児童相談所での虐待相談の内容別件数の推移

出典：厚生労働省「平成28年度児童相談所での児童虐待相談対応件数〈速報値〉より」

出典：「若年層を対象とした性的な暴力の現状と課題」（平成29年３月内閣府男女共同参画会議女性に対する暴力に関する専門調査会）
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図Ⅱ-11　若年層を対象とした性的暴力の現状と課題（アダルトビデオ）

出典：「若年層を対象とした性的な暴力の現状と課題」（平成29年３月内閣府男女共同参画会議女性に対する暴力に関する専門調査会）

　施策１では、今後も引き続き、若い世代や有効な対象を勘案しながら、ＤＶの防止と早期発見の
ための啓発と相談事業の周知充実に努めます。また、若い世代や性別にかかわらず「暴力」につい
ての理解を深め、被害を防止するために、10代の若年者におけるデートＤＶに対する防止啓発や、
男性からの相談事業にも取り組みます。

配偶者等による暴力の未然防止と早期発見施策１

目 

標
課 

題
施 

策
事 

業 事業名 事業内容 所　管

2 1 1 1 相談事業の周知　　

市報、ホームページなどを通してわかりやすく利用しやすい相談
事業の周知に努めます。 秘書広報課

児童虐待や養育困難家庭への相談窓口の周知を行います。 子ども家庭支
援センター

2 1 1 2 相談体制の充実
一般相談、ＤＶ相談の周知と充実につとめ、被害の重度化を防
ぎ、回復過程の心のケアに対応します。また、職員・相談員の能
力強化、ニーズにあった相談体制を検討し、充実させます。

男女共同参画
センター

2 1 1 3 男性が利用できる相談
事業の検討 男性が利用できる相談事業の可能性を広げる検討を進めます。 男女共同参画

センター
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2 1 1 4
子どもが気軽に相談で
きる窓口の推進
【2-3-1-2再掲】

面前ＤＶ，虐待他について小・中学校にスクールカウンセラー等
の相談窓口を設置し、子どもたちが利用しやすい予防・相談・対
応の機能を充実させます。

指導課

子どもからの悩みに対する相談できる場として機能するために必
要な整備を推進します。

子ども家庭支
援センター
児童センター

2 1 1 5 デートＤＶ等暴力の防
止に向けた意識啓発

高校生等10代の若者を対象としたデートＤＶ等暴力の防止につ
いての啓発を進めます。

男女共同参画
センター

2 1 1 6 人権教育・性教育の推
進【再掲３-1-2-1】

人権課題「女性」や東京都教育委員会の「性教育の手引き」に基
づいた生命尊重等、それぞれの性を理解し、尊重するための人権
教育・教科教育を実施します。

指導課

2 1 1 7 保育園・学童等での情
報提供と窓口の周知 相談窓口の情報等関係者への情報提供に努めます。 子育て支援課

2 1 1 8
障害者に対するＤＶ等
の学習啓発と相談の充
実

障害者とその関係者に対して、ＤＶを含む障害者虐待の理解と対
応についての情報提供、研修、相談の充実を図ります。 障害福祉課

2 1 1 9 外国人に対するＤＶ防
止の啓発と相談の充実 外国人に対するＤＶ防止の情報提供と相談を充実させます。 男女共同参画

センター

2 1 1 10 母子保健事業の充実 母子保健事業等の相談を通してＤＶ等の実態を把握し、他機関と
の連携を図ります。 健康推進課

　施策２では、被害者の安全確保と支援について取り組みます。被害者のもっとも高い不安要因で
ある加害者の追跡を防止するため、被害者の個人情報保護を図りながら安全を確保することが自治
体には求められています。さらに、子どものいる被害者がもっとも不安に思うことが「子どもの
心」や今後の生活設計にかかわる「親権」、そして「子どもの安全」であるという調査の結果があ
ります。被害者と子どもの安全確保と経済的、社会的、心理的な支援を充実させます。

ＤＶの被害者の安全確保と自立支援施策２

目 
標
課 
題
施 

策
事 

業 事業名 事業内容 所　管

2 1 2 1 被害者の安全確保 被害者の安全確保のために関係機関との連携を図ります。 関係各課

2 1 2 2 虐待を受けた子どもの
支援

児童虐待や養育困難家庭の子どもに対して、関係機関と連携し適
切に対応いたします。

子ども家庭支
援センター

2 1 2 3 被害者の自立支援の充
実 要保護女性に対して、自立のための支援と助言を充実させます。 関係各課

2 1 2 4 被害者の個人情報の保
護

ＤＶ・ストーカーなどの被害の当事者を保護するために、個人情
報の閲覧制限等支援措置を徹底させ被害者の安全確保を図りま
す。

市民課
関係各課

2 1 2 5 被害者の回復と自立の
ための相談

心理的、社会的な困難の中で心身と生活の自立を図る支援のため
の相談を充実させます。

男女共同参画
センター

2 1 2 6 被害者の回復と自立の
ための情報提供・学習

被害者の心身の回復や経済的社会的な自立を促す情報提供・学習
プログラムを充実させます。

男女共同参画
センター

2 1 2 7 ＤＶ被害者支援マニュ
アルの充実

被害者対応マニュアル等の改善と職員・関係者への周知を進めま
す。

男女共同参画
センター

2 1 2 8 民間シェルターに対す
る支援

シェルター等民間の被害者支援活動への助成等を行い、被害者の
状況に合った回復・自立支援を充実させます。

男女共同参画
センター
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　施策３では、ＤＶ等の暴力防止と被害者支援のために必要な各機関との連携体制の充実を図りま
す。特に面前ＤＶ（＊５）を受けた子どもの心と安全な環境を確保するための保護を充実させ、被害
者自身の安心と自立のための支援を推進します。

　施策４では、あらゆるハラスメント、ストーカー、虐待防止の啓発に取り組みます。改正人事院
規則運用通知が平成29（2017）年１月から施行され、性的指向や性自認をからかいの対象とする
言動等もセクシュアルハラスメントに当たることが明確にされました。その現状をふまえ、あらゆ
るハラスメントやストーカー、虐待の防止啓発を推進し、相談窓口や市職員の研修を充実させ、性
別にかかわらず安全に相談できる体制整備を図ります。

ＤＶ等の関係機関の連携体制の充実施策３

あらゆるハラスメントやストーカー、虐待等の啓発施策４

目 

標
課 

題
施 

策
事 

業 事業名 事業内容 所　管

2 1 3 1 関係機関と連携の強化
を図る

相談員調整会議、被害者支援連絡会議など庁内外の被害者支援機
関との連携を推進します。

男女共同参画
センター

2 1 3 2
要保護女性に対する
関係機関との連携の
推進

保護を要する女性支援にかかわる関係機関との連携を進めます。 関係各課

2 1 3 3
ＤＶ等被害当事者の子
どもに対する支援の充
実

ＤＶ等被害当事者の子どもに対する関係機関との情報交換や調
整、連携を強化します。 指導課

2 1 3 4
子どもの虐待にかか
わる関係諸機関との
連携の推進

面前ＤＶを含む虐待等要保護児童対策地域協議会等にて情報交換
等を行い虐待への対応を充実させます。

子ども家庭支
援センター

2 1 3 ５ 職員の対応力の向上 暴力の形態や被害の状況を理解し適切な対応ができるよう、研修
を実施します。 職員課

目 

標
課 

題
施 

策
事 

業 事業名 事業内容 所　管

2 1 4 1 ハラスメント等の防止
啓発の推進

市民・団体に対するストーカー、セクハラ、パワハラ等あらゆる
ハラスメント・暴力にかかわる情報提供・啓発・学習を推進しま
す。

男女共同参画
センター

2 1 4 2 ハラスメント等の相談
の充実

性別を問わず、被害者が安心して相談できる窓口等の充実を図り
ます。

男女共同参画
センター

2 1 4 3 市職員のハラスメント
研修の充実

セクハラ、パワハラ等あらゆるハラスメント・暴力にかかわる動
向を知り認識を高める職員研修を行います。 職員課

2 1 4 4 市職員のハラスメント
相談窓口の確立

性別にかかわらず安全に相談、申立のできる体制の整備を図りま
す。 職員課

＊５　面前ＤＶとは親のＤＶを目撃するという、子どもにとっての心理的虐待
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　施策５では、性暴力の防止と被害者支援を進めます。子どもから大人まで、対象や場面によって
形を変え、様々に表れる性暴力に関する情報提供、予防啓発、相談事業の充実を関係機関と連携し
推進します。

性暴力の防止と被害者支援施策５

目 

標
課 

題
施 

策
事 

業 事業名 事業内容 所　管

2 1 5 1 性暴力に関する情報提
供・予防啓発

若者層、関係者・団体に向けた性暴力に関する情報提供、研修、
学習啓発事業を行っていきます。

男女共同参画
センター

2 1 5 2 相談体制の充実
相談員の対応能力を高める研修、相談窓口の周知、事業の充実を
図り、関係団体との連携を推進します。

男女共同参画
センター

子どもが相談しやすい窓口の工夫・周知を図ります。 児童センター

2 1 5 3 被害者等への支援の充
実

性暴力被害者、保護を要する女性の相談と安全確保等の支援を行
います。 関係各課

　生涯を通じてこころと身体に健康な生活を送るためには、自分の体や性について十分に理解し、
納得したうえで、主体的に自己決定をしていくことが重要です。性別により、生殖器官や妊娠・出
産機能、筋力、ホルモン等、平均的な身体的特質は異なります。歴史的には、この違いのために、
女性は男性より劣るとして、女性の健康問題が後回しにされ、医学は男性中心に発展してきまし
た。スポーツの世界でも、一定のキャリアをもつ女性アスリート（選手）も性別役割分業のなかで
限界をかかえることが多く、女性指導者が少ないのが現状です。男女共同参画社会の実現に向け
て、このような状況を改める必要があります。
　身体的特質は平均的には性別により異なりますが、同時に個人差が非常に大きいことにも留意し
なければなりません。年齢、障害の有無、性自認や身体的特質を含め、だれもが多様であり、かけ
がえのない存在であると認め、互いの人権を尊重することが、こころと身体の健康にも不可欠で
す。

■ 施策

生涯を通したこころと身体の健康支援課題２

施策 1 ライフステージに応じた男女の健康づくりの支援
施策 2 性と生殖における健康と権利（リプロダクティブ

ヘルス・ライツ）の啓発と支援

生涯を通したこ
ころと身体の健
康支援

課題 2
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図Ⅱ-12　女性の生涯を通じた健康づくりのための支援策として必要なこと

出典：「清瀬市男女平等に関する意識・実態調査」（平成28年度　清瀬市）

　施策１では、性別や年齢等による平均的な特質の違いと個人的な特徴の両方を大切にしながら、
ライフステージに応じた健康づくりを支援します。

ライフステージに応じた男女の健康づくりの支援施策１

目 

標
課 

題
施 

策
事 

業 事業名 事業内容 所　管

2 2 1 1 ライフステージにあっ
た健康づくりの推進

女性、男性それぞれのライフステージに応じた心身の健康づくり
を支援し、啓発事業を行います。 健康推進課

2 2 1 2 食育を通じての男女共
同参画の推進

性別年齢にかかわらず食に関する健康づくりについて普及・啓発
します。 健康推進課

2 2 1 3 健康診査の普及と推進 性別・性自認、年齢にかかわらず全ての人の健康管理にかかわる
健（検）診の普及、推進を図ります。 健康推進課

2 2 1 4
地域の健康づくりや啓
発事業にかかわる市民
の育成と活動支援

健康づくり推進員等の活動を支援します。 健康推進課

2 2 1 5 性差に配慮した健康づ
くり支援 性差の視点による健康に関する講座等を充実させます。 男女共同参画

センター

2 2 1 6 子どもと女子スポーツ
の振興

女性がスポーツに参加しやすい環境づくり、更衣室・トイレ等施
設整備を推進します。

生涯学習スポ 
ーツ課

2 2 1 7 障害者スポーツの推進 様々な障害にかかわらずスポーツ活動に参加出来る環境づくりの
整備を推進します。

生涯学習スポ 
ーツ課

2 2 1 8 生涯スポーツの推進 年齢・性別に配慮したあらゆる人々の健康づくりのためのスポー
ツ事業を推進します。

生涯学習スポ 
ーツ課
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　施策２では、女性には妊娠・出産や女性特有の更年期疾患を経験する可能性があることから、ラ
イフステージに応じた「リプロダクティブヘルス／ライツ（性と生殖に関する健康／権利）」の視
点から、切れ目のない健康支援を充実させます。

性と生殖における健康と権利（リプロダクティブヘルス・ライツ）の啓発と支援施策２

目 

標
課 

題
施 

策
事 

業 事業名 事業内容 所　管

2 2 2 1
妊娠期から出産・子育
て期にわたる切れ目の
ない支援の充実

妊娠期から出産、子育て期にわたる一貫した母子保健サービス
（情報提供、健診、相談他）を推進します。また、女性の健康づ
くり推進のため、諸機関との連携を図ります。

健康推進課

2 2 2 2 性感染症や薬物等に関
する情報提供

性感染症や薬物等についての知識を普及し、関係機関との連携を
図ります。 健康推進課

2 2 2 3 喫煙・受動喫煙に関す
る情報提供 喫煙・受動喫煙に関して、啓発を充実させます。 健康推進課

2 2 2 4
性と生殖における健康
と権利（リプロダク
ティブヘルス・ライ
ツ）の啓発

性と生殖に関する健康と権利についての幅広い情報提供や課題の
理解を進める学習の機会を提供します。

男女共同参画
センター

　男女平等の理念は、人権尊重の中で、性別の違いや多様性による排除に対して注意深く課題を察
知し、公正なあり方を求めて、社会的な支援を行うことにあります。
施策１から５に掲げた対象となる人々には、国や国際社会での人権課題、あるいは国際基準での
「ぜい弱性の高い人々」の中で、性別によるニーズの違いに配慮や対応が必要とされています。普
段から性別や多様性の視点をもった取り組みを進めることが求められています。

■ 施策

困難を抱えやすい人々が安心して暮らせる環境の整備課題３

施策 1 多様な性のあり方への人権配慮
施策 2 多文化共生の視点に基づく外国人に対する支援
施策 3 障害者に対する性差に配慮した支援
施策 4 子どもの安全、自立、参画の推進
施策 5 高齢者の安心と自立の支援

困難を抱えやす
い人々が安心し
て暮らせる環境
の整備

課題 3
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図Ⅲ-13　性的マイノリティの認知度

図Ⅲ-14　性的マイノリティに対する支援策として必要なこと

出典：「清瀬市男女平等に関する意識・実態調査」（平成28年度　清瀬市）

出典：「清瀬市男女平等に関する意識・実態調査」（平成28年度　清瀬市）
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　施策１では、多様な性のあり方を認めるという性的マイノリティの人々への人権尊重のために必
要な取り組みを進めます。これは、地域社会が新たに取り組むべきテーマで、平成27（2015）年
８月に東京都が策定した「東京都人権施策推進指針」では、性同一性障害や性的指向について、正
しい知識の普及、多様性への理解、偏見・差別の解消をめざした啓発・相談を行うという方向性が
示されています。学校、職場そして生活の場で性自認や性的指向によって排除されることなく、自
分自身の生き方をもって社会に参加し貢献していくことが出来る基盤が必要です。差別の根絶をめ
ざして啓発・研修による意識づくりを行いながら、施策・事業の検討を進めます。

多様な性のあり方への人権配慮施策１

目 

標
課 

題
施 

策
事 

業 事業名 事業内容 所　管

2 3 1 1 性的マイノリティに関
する啓発の充実

広く市民・団体向けに性的マイノリティに対する理解と人権尊重
のための対応を知るための啓発、学習事業を実施します。

男女共同参画
センター

2 3 1 2 性的マイノリティに関す
る自治体の制度の研究

基礎自治体としての支援制度、事業についての情報収集を行いま
す。

男女共同参画
センター

2 3 1 3 児童・生徒に対する人権教
育の推進【再掲1-1-2-1】 学校教育の中で人権教育・性教育等を充実させます。 指導課

2 3 1 4 性的マイノリティに関
する研修の実施

性的マイノリティに対する理解と、差別のない人権尊重のための
対応を知るための研修を市職員に実施します。 職員課

2 3 1 5
だれでもトイレ等バリ
アフリーのまちづくり
の推進【再掲2-3-3-7】

だれでもトイレ、プライバシースペース（更衣室）等性的マイノ
リティに対する配慮のある施設づくりを推進します。 関係各課

多様な性のありかたと呼び方
　「人間は生まれながらに二つの性別のどちらか一方にだけ属しており、属する以上はその性別に求められ
る要素を備えているべきである」という生物学的性別に基づく社会のジェンダー規範は非常に強いものです。
「正しい女」とされるためには①身体の性別と②性自認が女であり③異性である男を愛し、④男に従う「女
らしさ」を身につけなければなりません。男は①～③がその逆で、④は女を支配する「男らしさ」が求めら
れてきました。
　1970年代からの女性たちは権利を求め、男性の支配／女性の従属の構造を変えるために闘い、④の暴力性
を明らかにしてきました。ただ、①②③に関しては多数派と「ずれ」がある少数者がいつの時代も存在して
いたにもかかわらず、そのような人々は病理、不道徳、犯罪者、非常識として否定され、その人権は長く無
視されてきました。
　2000年代に入って、世界で同性婚を認める国が増え、身体と心の性が一致しない性同一性障害者の性別変
更を可能にする法律が日本でも制定されました。インド、豪州、米国の一部州、ドイツ等では「第３の性」
が法的に認められ、世界的な関心が高まっています。昔ながらの女か男かの分類にあてはまらない人々を、
性的少数者、セクシュアルマイノリティ（性的マイノリティ）、ＬＧＢＴ、ＬＧＢＴＩＱＡ＋（#1）と呼
び、これらの呼称を肯定的に使う当事者もいますが、「少数者へのラベリング」との批判もあり、すべての人
を当事者とするＳＯＧＩ（#2）も使用されています。ＳＯＧＩをめぐる議論は人間を男女２種類に限る前提
を覆し、ジェンダーの規範が自然なものではないこと、多様な人間のありかたを示唆しています。

＃１ Ｌ レズビアン（女性同性愛者）
 Ｇ ゲイ（男性同性愛者）
 Ｂ バイセクシュアル（両性愛者）
 Ｔ トランスジェンダー（身体の性と性自認が一致しない人）
 Ｉ インターセックス（性分化疾患）
 Ｑ クイア（変な人〔蔑称注意〕）、
 　 クエスチョニング（性自認不明確）
 Ａ アセクシュアル（無性愛） 
 　 ＋プラス（その他）　

#２ SO セクシュアル･オリエンテーション
   　（性的指向）
 GI　ジェンダーアイデンティティ
   　（性自認、心の性）
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　施策３では、障害だけではなく女性であることが重なる複合的な差別や困難を抱えがちな人々の
視点に立った支援を進めます。

障害者に対する性差に配慮した支援施策３

目 

標
課 

題
施 

策
事 

業 事業名 事業内容 所　管

2 3 3 1 障害児・者に対する情
報提供の充実

障害を持つ人々に対する男女共同参画の視点を持った情報・学習
機会の提供を推進します。

男女共同参画
センター

2 3 3 2 障害児・者に対する教
育の充実

障害者・児のための生涯学習・学校教育の副籍制度等交流連携を
進めます。 指導課

2 3 3 3 男女共同参画の視点によ
る障害児課題の把握

障害児の自立支援、権利擁護、差別の解消のため「命と人権教育推進
委員会」を実施し、男女のニーズや課題にあった教育を推進します。 指導課

2 3 3 4 人権・男女共同参画の視
点からの調査、課題把握

年齢、性別、障害によるニーズを知り、適切に支援するための調
査等現状把握を推進します。 障害福祉課

2 3 3 5 支援者への男女の視点
を啓発する

障害児・者の支援を行う相談員、介助者、ボランティアが男女の
視点と課題を学ぶ研修を行います。 障害福祉課

2 3 3 6
障害者スポーツの普及
と発展を通じて社会参
加を進める

障害児・者がスポーツに親しむ機会を増やし、スポーツの普及と
社会参加を進めます。

障害福祉課
生涯学習スポ 
ーツ課

2 3 3 7
だれでもトイレ等バリ
アフリーのまちづくり
の推進【再掲2-3-15】

だれでもトイレ、プライバシースペース（更衣室）等多様なニー
ズへの配慮のある施設づくりを推進します。 関係各課

　施策２では、多文化社会の実現のために外国人に関する取り組みを進めます。清瀬市では市民の
ボランティアによる日本語支援の活動が継続的に行われています。多様な言語文化を持つ人々、特
に女性が必要とする生活情報や相談窓口に接することができているのかに留意し、だれもが安心で
きる地域をめざします。

多文化共生の視点に基づく外国人に対する支援施策２

目 

標
課 

題
施 

策
事 

業 事業名 事業内容 所　管

2 3 2 1 多文化交流の推進

外国の文化や生活習慣について相互理解を深める市民の学習・啓
発活動の活性化を支援します。 企画課

多文化社会の形成や国際協力分野で貢献する女性の活躍を可視化
します。

男女共同参画
センター

2 3 2 2 外国人住民への生活情
報の提供

刊行物の多言語化や、やさしい日本語の推進など、外国人住民に
行政情報を分かりやすく伝えるように努めます。 関係各課

生活情報として多言語でのごみの分別や環境配慮に関する情報を
充実します。

ごみ減量推進
課

外国人の安全・安心のための多言語での防災等情報提供を充実させます。 防災防犯課
在住外国人の子育てに関しての必要な窓口の案内等の多言語によ
る情報提供を行います。

子ども家庭支
援センター

2 3 2 3 日本語ボランティア活
動の支援

外国人住民の日本語学習機会を提供する市民活動を促進し、日本
語の理解に困難を覚える外国人住民を支援します。 企画課

地域の多文化対応を担う日本語ボランティアの養成を行います。 生涯学習スポ 
ーツ課
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　施策５では、今後女性の割合が増えていくことが予想される高齢者が、一人ひとりの状況に応じ
て、尊厳ある存在として生きていくことのできる地域社会の基盤づくりを進めます。

高齢者の安心と自立の支援施策５

目 

標
課 

題
施 
策
事 
業 事業名 事業内容 所　管

2 3 5 1 高齢者の生活と活動の
場の充実

高齢住宅等の生活支援、シルバー人材センター等雇用と活動の場
を充実させます。 高齢支援課

2 3 5 2 高齢者がいきいきと生
活するための支援

老人クラブ、よろず健康教室等の高齢者の健康維持や仲間づくり
を通して地域で健やかに生きる場を充実させます。 高齢支援課

2 3 5 3 高齢者相談窓口の充実 高齢者の相談窓口である地域包括支援センターの機能の充実を図
ります。

地域包括ケア
推進課

2 3 5 4 高齢支援策の周知・啓
発

成年後見制度、介護保険制度や施設情報の普及、家族等支援者へ
の情報の提供、相談の充実を図ります。

地域包括ケア
推進課

2 3 5 5 高齢者虐待の防止 高齢者の虐待防止と対応のための関連機関との連携を図ります。 地域包括ケア
推進課

　施策４では、少年や少女たちが保護され指導される対象としてだけではなく、自分たちの困難や
ニーズを表明し、相談し、その課題を解決したり、地域に参画し、能力を育て発揮する場づくりに
取り組みます。

子どもの安全、自立、参画の推進施策４

目 

標
課 

題
施 

策
事 

業 事業名 事業内容 所　管

2 3 4 1 子どもの自立と社会参
加の支援

子ども自身が主体的に自己表現し、参画する力を育成する事業の
充実を図ります。 児童センター

保育園での食育等子ども自身が自分の健康と生活、環境、地域資
源の知識とスキルを身に付ける機会を充実させます。 子育て支援課

2 3 4 2 地域の関連機関との連
携の強化

子どもの実態を把握し、自立や参画の支援を行う地域団体や大学
との連携を進めます。 児童センター

2 3 4 3 困難な状況を抱えた子
どもへの理解

子どもの貧困等困難な状況についての啓発・講座を実施します。 男女共同参画
センター

ひきこもり対策、子どもや若者の居場所、子どもの貧困等、困難
を抱える子どもや若者への対応を進めます。 関係各課


